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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 162,315 7.4 14,930 13.5 15,237 13.6 6,974 21.5
23年3月期 151,134 △2.6 13,153 1.9 13,408 △0.1 5,741 △26.8

（注）包括利益 24年3月期 7,016百万円 （23.3％） 23年3月期 5,690百万円 （△28.3％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 71.58 ― 7.9 8.9 9.2
23年3月期 58.93 ― 6.9 8.4 8.7

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  △13百万円 23年3月期  62百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 176,483 90,600 51.3 928.85
23年3月期 167,335 85,048 50.8 872.18

（参考） 自己資本   24年3月期  90,499百万円 23年3月期  84,979百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 6,278 △717 △1,479 44,959
23年3月期 12,640 △809 △1,474 40,874

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00 1,461 25.5 1.8
24年3月期 ― 7.50 ― 7.50 15.00 1,461 21.0 1.7

25年3月期(予想) ― 7.50 ― 7.50 15.00 16.8

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 69,000 10.4 4,700 0.1 4,800 0.3 2,900 17.4 29.76
通期 169,000 4.1 14,300 △4.2 14,500 △4.8 8,700 24.7 89.29



※  注記事項 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有

② ①以外の会計方針の変更  ： 有

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 97,656,888 株 23年3月期 97,656,888 株

② 期末自己株式数 24年3月期 225,785 株 23年3月期 223,296 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 97,432,007 株 23年3月期 97,436,136 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 153,220 5.0 13,879 14.0 14,396 14.1 6,777 26.8
23年3月期 145,906 △3.2 12,172 1.4 12,613 △1.6 5,343 △29.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年3月期 69.56 ―

23年3月期 54.84 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 166,912 86,094 51.6 883.65
23年3月期 159,349 80,713 50.7 828.39

（参考） 自己資本 24年3月期  86,094百万円 23年3月期  80,713百万円

2. 平成25年 3月期の個別業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予
想数値と異なる場合があり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 63,300 6.7 4,100 △6.2 4,400 △6.7 2,700 6.3 27.71
通期 157,000 2.5 13,300 △4.2 13,700 △4.8 8,300 22.5 85.19



  

【添付資料】 
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１．経営成績 

 (1) 経営成績に関する分析 

①当期の業績全般の概況   

（単位：百万円） 

 前 期 
＜平成23年3月期＞

当 期 
＜平成24年3月期＞

前期比 増減比率 

受 注 高 156,198 181,516 25,318 16.2％

売 上 高 151,134 162,315 11,180 7.4％

営 業 利 益 13,153 14,930 1,776 13.5％

経 常 利 益 13,408 15,237 1,828 13.6％

当期純利益 5,741 6,974 1,232 21.5％
 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災により一時的に悪化しましたが、個人消費や設備

投資を中心に国内需要が回復しつつあり、欧州の信用不安や世界経済の減速、記録的な円高の長期化等に

懸念材料はあるものの、当連結会計年度末にかけて、円高の修正、株価の上昇も加わり、景気は緩やかに

持ち直す状況にありました。 
このような状況のもと、当社グループは、「利益ある持続的成長を続けるエクセレントカンパニー」の実

現に向け、11 中期経営計画において「①利益ある持続的成長の実現」、「②BCM 経営によるイノベーショ

ンの追求」、「③CSR 経営の遂行」を基本戦略として諸施策を積極的に推進しました。 
「利益ある持続的成長の実現」に向けた取り組みとしては、海外事業の拡大を目指し、積極的な受注活

動を展開しました。また、市場ニーズの変化に対応すべく太陽光発電や中小型水力発電等の再生可能エネ

ルギー分野への取り組みを強化するとともに、当社の強みを活かした工場向けエネルギー関連システム等

の受注に注力しました。更に、コスト競争力の強化では、引き続き、海外調達や統合調達による変動費の

低減に加え、固定費の圧縮に継続的に取り組み、市場競争力の強化に努めました。 
「ＢＣＭ経営によるイノベーションの追求」では、ＭＩ（Management Innovation）活動を積極的に

推進するとともに、ＳＧＡ(Small Group Activities)を通じて身近な改善を継続して行うなど、当社グルー

プ全体の活動として展開しました。 
「ＣＳＲ経営の遂行」では、「すべての事業活動において生命、安全、コンプライアンスを最優先し社会

から信頼される東芝プラントシステムグループ」を実現することを目指し、法令、社会規範、倫理等につ

いてのコンプライアンスやリスクマネジメントに積極的に取り組みました。また、環境負荷低減活動や品

質マネジメントシステムの改善を継続し、経営品質の維持向上に努めました。社会貢献活動では、東日本

大震災の被災地に対する支援やバングラディシュの小学校建設支援、各事業所やサイトでの地域ボランテ

ィア活動、更には従業員を通じた様々な活動を支援しました。 
この結果、受注高は 1,815 億 1 千 6 百万円（前年比 16.2%増）、この内海外関係は 147 億 7 千 8 百万円（全

体比 8.1%）となりました。売上高は 1,623 億 1 千 5 百万円（前年比 7.4%増）、この内海外関係は 239 億 4
千 1 百万円（全体比 14.8%）となりました。 
また、利益面につきましては、営業利益は 149 億 3 千万円（前期比 13.5%増）、経常利益は 152 億 3 千 7

百万円（前年比 13.6%増）、当期純利益は 69 億 7 千 4 百万円（前年比 21.5%増）となりました。 
 
②当期のセグメント別概況 
＜発電システム部門＞ 
  受注高及び売上高ともに、火力発電設備等の案件が伸長したことにより増加しました。 
＜社会・産業システム部門＞ 
  受注高は、国内の変電関係等の案件が縮小しましたが、公共関係及び一般産業関係等の案件が伸長した

ことにより増加しました。売上高は、公共関係及び一般産業関係等の案件が縮小したことにより減少しま

した。 
＜セグメント別受注高及び売上高等＞ 

（単位：百万円） 
 受注高 前期比増減 売上高 前期比増減 経常利益 前期比増減

発 電システ ム部 門 112,206 27.9％ 97,288 20.1％ 9,808 30.8％

社会・産業システム部門 69,309 1.3％ 65,026 △ 7.3％ 5,428 △ 8.2％

合   計 181,516 16.2％ 162,315 7.4％ 15,237 13.6％
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③次期の業績見通し 
                                     （単位：百万円） 

 受注高 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成 25 年 3 月期予想 180,000 169,000 14,300 14,500 8,700

＜部門別の受注高、売上高の見通し＞ 
                            （単位：百万円） 

 受注高 前期比 売上高 前期比 
発 電システ ム部 門 105,000 △6.4％ 95,000 △2.4％ 

社会・産業システム部門 75,000 8.2％ 74,000 13.8％ 

合   計 180,000 △0.8％ 169,000 4.1％ 
受注高の見通しは、発電システム部門が減少するものの、社会・産業システム部門が増加し、1,800 億円

となる見込みであります。部門別の受注高の状況については、発電システム部門は海外の新規発電所向け

工事が増加するものの、国内の新規発電所向け工事が減少し 1,050 億円、社会・産業システム部門は一般

産業分野が増加し 750 億円となる見込みであります。 
売上高の見通しは、社会・産業システム部門の増加により、1,690 億円となる見込みであります。部門別

の売上高の状況については、発電システム部門は国内、海外ともほぼ前期並みに推移し 950 億円、社会・

産業システム部門は一般産業分野が増加し 740 億円となる見込みであります。 
利益面では、営業利益 143 億円、経常利益 145 億円、当期純利益 87 億円を見込んでおります。 
 

(2) 財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 
当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末から 91 億 4 千 7 百万円増加し 1,764 億 8 千 3 百万と

なりました。 
流動資産は、受取手形・完成工事未収入金等の増加 89 億 6 千万円、現金預金及び株式会社東芝へのグルー

プ預け金の合計額の増加 40億 9千6百万円等により、前連結会計年度末から 105億 9千 3百万円増加し 1,585
億 2 千万円となりました。 
固定資産は、繰延税金資産の減少 10 億 5 百万円等により、前連結会計年度末から 14 億 4 千 5 百万円減少

し 179 億 6 千 2 百万円となりました。 
一方、当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末より 35 億 9 千 5 百万円増加し 858 億 8 千 3

百万円となりました。 
流動負債は、未成工事受入金の増加 40 億 1 百万円等により、前連結会計年度末から 29 億 5 千 7 百万円増

加し 575 億 9 百万円となりました。 
固定負債は、退職給付引当金が 5 億 8 千万円増加したことにより、前連結会計年度末から 6 億 3 千 7 百万

円増加し 283 億 7 千 3 百万円となりました。 
また、当連結会計年度末における純資産は、利益剰余金が 55 億 1 千 3 百万円増加したことにより、前連結

会計年度末から 55 億 5 千 2 百万円増加し 906 億円となりました。 
 
②キャッシュ・フローの状況 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は 449 億 5 千 9 百万円となり、前

連結会計年度末より 40 億 8 千 4 百万円増加しました。 
なお、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 
営業活動では 62 億７千８百万円増加しました。これは主に、売上債権の増加による 89 億 9 千 6 百万円、

法人税等の支払額 69 億 8 千 9 百万円の資金の減少があったものの、税金等調整前当期純利益 149 億 6 千 2
百万円、未成工事受入金の増加による 40 億 3 千 6 百万円の資金の増加によるものであります。 
＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 
投資活動では 7 億 1 千 7 百万円減少しました。これは主に、有形固定資産の取得による 6 億 3 千 3 百万円

の資金の減少によるものであります。 
＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 
財務活動では 14 億 7 千 9 百万円減少しました。これは主に、株主配当金の支払による 14 億 6 千 1 百万円

の資金の減少によるものであります。 
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(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
当社の配当政策は、安定的かつ継続して配当することを基本にしておりますが、当該期の業績及び今後の

業績を勘案した上で行うこととしております。また、内部留保金については、財務体質を強化し、今後の事

業発展に備えるとともに、経営環境の変化などに柔軟に対応するために有効活用してまいります。自己株式

の取得については、資本効率の向上及び利益還元の一方法として、経営環境の変化や財務状況等を勘案しそ

の実施を検討してまいります。 
当期の剰余金の配当については、業績等を勘案し、中間配当金は１株につき 7 円 50 銭を実施し、期末配当

金は１株につき 7 円 50 銭を決定しました。また、次期の剰余金の配当予想については、業績見通し等を勘案

し、年間配当金は１株につき 15 円（中間配当金 7 円 50 銭、期末配当金 7 円 50 銭）を予定しております。 
 
(4) 事業等のリスク 

当社が認識している当社グループの業績等に影響を与える可能性のある主なリスクは以下のとおりであり

ます。 

当社は、投資家に対する積極的な情報開示の観点からリスクを広範囲に捉えて開示しております。また、

このようなリスクを認識した上で、必要なリスク管理体制を整え、リスク発生の回避及びリスク発生時の影

響の極小化に最大限努めております。 

なお、以下に記載する事項は、決算短信提出日（平成 24 年 4 月 27 日）現在入手し得る情報に基づき当社

グループが判断したものでありますが、積極的な情報開示の観点からリスクを広範囲に捉えて開示しておりま

すので、必ずしも投資判断に影響を与えるとは限らない事項も含まれております。 
 
①発電システム部門の事業環境 

発電システム部門での海外事業においては、アジア地域を中心に展開しておりますが、これらの地域の政

治・経済社会情勢の変化やテロ等が発生した場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

また、当部門では大型プラント物件を受注しており、物件の工程遅延、計画変更等が当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。 
 
②社会・産業システム部門の事業環境 

社会・産業システム部門は、政府、地方公共団体等の公共投資、民間設備投資が売上の大半を占めており、

当部門はこれらの投資動向を見据えて事業を遂行しておりますが、公共投資の減少、民間設備投資の低迷等

が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、物件の工程遅延、計画変更等が当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。 
 
③親会社との関係 

当社は、平成 24 年 3 月末時点において当社議決権の 61.61％（間接所有分 1.65％を含む）を保有している

株式会社東芝を親会社として東芝グループに属しており、当社グループの売上の多くは株式会社東芝及び東

芝グループに関連しているため、株式会社東芝及び東芝グループの事業環境の動向が当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。 
 
④世界情勢 

当社グループは、国内外で事業を展開しておりますが、各地域の政治・経済・社会情勢の変化、各種規制

の動向が各地域の需要や当社グループの事業に影響を与え、当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。 

特に、当社グループは、アジア地域を中心に海外事業を展開しているため、これらの地域において、大規

模災害、テロ、政変、伝染病の流行等が発生した場合は、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性

があります。 
 
⑤大規模災害等 

当社グループは、国内拠点の多くを都心近郊に有しておりますが、これらの地域において、想定した水準

をはるかに越えた大規模な地震や台風、洪水等、不可避な自然災害が発生した場合、甚大な被害を受ける可

能性があります。また、工事中断、輸送ルート寸断、情報通信インフラの損壊等の事態が生じた場合は、当

社グループの業績に大きな影響を与える可能性があります。 
 
⑥為替相場の変動 

当社グループは、主としてアジア地域を中心に海外事業を行っており、資産、負債、売上、費用の一部は

米ドルを中心とした外国通貨建となっております。当社グループは、為替予約取引を行いリスクの回避に努

めておりますが、為替相場の変動によって、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。 
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⑦コンプライアンス、内部統制 

当社グループは、国内外で事業を展開する上で、各国の法令、規則の適用を受けております。当社グルー

プは、コンプライアンス（法令遵守）のために適切な内部統制システムを構築し、運用しておりますが、内

部統制システムは本質的に内在する固有の限界があるため、その目的の達成を完全に保証するものではあり

ません。このため、将来にわたって法令違反等が発生する可能性が皆無ではありません。また、法規制や当

局の法令解釈が変更になることにより法規制等の遵守が困難になり、又は遵守のための費用が増加する可能

性があります。 
 
⑧争訟等 

当社グループは、国内外で事業を展開しており、訴訟その他の法的手続に関するリスクを有しております

が、訴訟及び規制当局による措置等により、当社グループに対して通常の想定を超えた金額の支払命令又は

事業の遂行に対する制限が加えられる可能性があり、このような重大な法的責任又は規制当局による措置が

生じた場合は、当社グループの業績及び財政状態に重大な影響を与える可能性があります。 
 
⑨品質 

当社グループは、建設業を主たる事業としており、工事の施工及びこれに伴う製品の調達、製造・販売等

にあたっては、品質管理の徹底等に努めておりますが、工事施工中等において、重大な品質問題等が発生し

た場合は、問題解決に係わる多額の費用負担等が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
 
⑩情報セキュリティ 

当社グループは、事業遂行に関連して、多数の個人情報を有しております。また、当社グループの技術、

営業、その他事業に関する営業秘密を多数有しております。当社グループは、情報管理に万全を期しており

ますが、予期せぬ事態により情報が流出し、第三者がこれを不正に取得、使用するような事態が生じた場合、

この対応のために多額の費用負担が生じる可能性があります。また、当社グループの事業活動において情報

システムの役割は極めて重要であります。当社グループは、情報システムの安定的運用に努めておりますが、

コンピュータウイルス、災害、テロ、ソフトウェア又はハードウェアの障害等により情報システムが機能し

なくなる可能性が皆無ではありません。 
 
⑪退職給付債務 

退職給付債務は、年金数理計算上合理的と認められる前提に基づいて計算されておりますが、この前提が

経済的変動及びその他の要因によって変動した場合、あるいは年金資産の運用実績が低下した場合は、当社

グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

 

２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成 23 年 6 月 23 日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

 

３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

平成 20 年 3 月期決算短信（平成 20 年４月 28 日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないた

め開示を省略しております。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

（当社ホームページ） 

http://www.toshiba-tpsc.co.jp/ 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

 

(2)中長期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指標 

当社は、「利益ある持続的成長を続けるエクセレントカンパニー」の実現に向け、１２中期経営計画を策定

し、「①利益ある持続的成長の実現、②ＢＣＭ（東芝経営管理手法）経営によるイノベーションの追求、③Ｃ

ＳＲ（企業の社会的責任）経営の遂行」を基本戦略に掲げ、これらに基づく具体的諸施策を推進しておりま

す。 

＜2014年度の連結目標値＞ 

売上高   ２１００億円 

経常利益   １８０億円 
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①利益ある持続的成長の実現 

成長分野への戦略的資源配分を積極的に行い、営業力の強化と技術力の維持向上を推進するとともに、コ

スト競争力の強化に継続して取り組みます。また、株式会社東芝との機能分担事業では、分担範囲の拡大や

周辺事業の取り込みを推進し、発電・変電設備分野及び上下水道設備などの社会インフラ分野における事業

規模の拡大を図ります。一方、自販事業では、一般産業分野における総合設備事業への取り組みを強化し、

エンジニアリング、工事、現地調整・試験、保守の総合力を生かして事業領域の拡大を図るとともに、産業

用発電設備事業の更なる拡大を目指し、国内外において積極的な受注活動を展開します。 
 
②ＢＣＭ経営(※)によるイノベーションの追求 

トップマネジメントが明示した目標に対して、事業部門は事業戦略を策定し、その下部組織は事業戦略達

成に向けた施策を立案して、更に、これを次々とドリルダウンすることにより、最終的には個人レベルの目

標まで展開します。施策の実施にあたっては、各階層間における充分なコミュニケーションに基づき得られ

た戦略施策として実行することにより、事業戦略策定のレベルから個人目標設定に至る各階層において目標

達成に向けたイノベーションを次々と起こしていきます。 

※東芝経営管理手法であるＢＣＭ（Balanced CTQ Management）は、企業の経営ビジョンを実現するための方法論です。 
 
③ＣＳＲ経営の遂行 

すべての事業活動において生命、安全、法令遵守を最優先し、社会から信頼される東芝プラントシステム

グループの実現を目指します。具体的には、ＣＳＲ推進委員会を中心とした活動体制で、ビジネスリスク管

理及びコンプライアンスの徹底、安全管理の徹底による労働災害の撲滅、品質の維持向上、環境負荷低減活

動や社会貢献活動などを計画的に推進します。また、東芝プラントシステム行動基準の一層の徹底を図り、

ステークホルダーとの良好な信頼関係を構築します。 

 

 (3)会社の対処すべき課題 

今後の見通しにつきましては、震災からの復興の本格化や米国景気の復調などにより、景気の持ち直しが

見込まれますが、長引く欧州の信用不安や原油価格の上昇による輸出や生産への影響が懸念されるなど、景

気の先行きは依然として予断を許さない状況にあると予想されます。 

このような状況のもと、当社グループは、１２中期経営計画において掲げた利益ある持続的成長を実現す

るため、これまでに構築した強靭な収益構造をベースとして、成長分野への戦略的な資源配分と資源の集中

を行い、市場環境の変化に対応し、事業領域の拡大に取り組んでまいります。また、海外調達の推進や工法

改善によるコストの低減、業務の効率化による生産性向上への取り組みを強化するなど、引き続き、コスト

構造改革を推進し業績の維持向上を図ってまいります。 

当社グループは、今後も社会貢献、法令遵守、環境保全、人権尊重など様々な分野への活動を通じ、健全

で質の高い経営の実現に取り組んでまいります。また、社会インフラシステムを担う企業として、震災復興

への取り組みを継続し、更にお客様に信頼される企業として「安心と安全」を提供し、社会の発展に貢献し

てまいる所存であります。 
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４．連結財務諸表 
(１)連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,308 4,456

グループ預け金 37,425 41,374

受取手形・完成工事未収入金等 78,938 87,898

未成工事支出金等 17,980 19,060

繰延税金資産 4,541 3,773

その他 4,935 2,360

貸倒引当金 △202 △401

流動資産合計 147,927 158,520

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 8,712 8,796

減価償却累計額 △6,519 △6,786

建物・構築物（純額） 2,192 2,009

機械・運搬具 2,608 2,692

減価償却累計額 △2,359 △2,401

機械・運搬具（純額） 249 291

工具器具・備品 4,324 4,414

減価償却累計額 △3,735 △3,841

工具器具・備品（純額） 588 573

土地 3,443 3,431

リース資産 44 81

減価償却累計額 △8 △38

リース資産（純額） 36 42

有形固定資産合計 6,510 6,347

無形固定資産 133 170

投資その他の資産   

投資有価証券 744 439

長期貸付金 2 3

繰延税金資産 11,281 10,276

その他 853 852

貸倒引当金 △119 △126

投資その他の資産合計 12,763 11,445

固定資産合計 19,408 17,962

資産合計 167,335 176,483
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 34,965 33,199

未払法人税等 5,711 4,963

未成工事受入金 3,778 7,780

役員賞与引当金 70 70

完成工事補償引当金 857 626

その他 9,166 10,869

流動負債合計 54,551 57,509

固定負債   

退職給付引当金 27,553 28,134

役員退職慰労引当金 36 27

その他 145 212

固定負債合計 27,736 28,373

負債合計 82,287 85,883

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,876 11,876

資本剰余金 20,910 20,910

利益剰余金 52,450 57,963

自己株式 △138 △140

株主資本合計 85,098 90,609

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8 3

繰延ヘッジ損益 － 72

為替換算調整勘定 △127 △186

その他の包括利益累計額合計 △118 △110

少数株主持分 68 100

純資産合計 85,048 90,600

負債純資産合計 167,335 176,483
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

完成工事高 151,134 162,315

完成工事原価 127,703 136,897

完成工事総利益 23,431 25,418

販売費及び一般管理費 10,277 10,488

営業利益 13,153 14,930

営業外収益   

受取利息 182 153

受取配当金 87 34

持分法による投資利益 62 －

保険配当金 143 138

その他 92 130

営業外収益合計 568 457

営業外費用   

持分法による投資損失 － 13

為替差損 244 25

固定資産処分損 14 91

その他 53 20

営業外費用合計 313 150

経常利益 13,408 15,237

特別損失   

投資有価証券評価損 1,982 261

その他 － 12

特別損失合計 1,982 274

税金等調整前当期純利益 11,425 14,962

法人税、住民税及び事業税 6,411 6,228

法人税等調整額 △749 1,724

法人税等合計 5,662 7,953

少数株主損益調整前当期純利益 5,763 7,008

少数株主利益 21 34

当期純利益 5,741 6,974
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 5,763 7,008

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △29 △5

繰延ヘッジ損益 － 72

為替換算調整勘定 △43 △60

その他の包括利益合計 △72 7

包括利益 5,690 7,016

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 5,669 6,983

少数株主に係る包括利益 20 33
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(３)連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 11,876 11,876

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,876 11,876

資本剰余金   

当期首残高 20,910 20,910

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,910 20,910

利益剰余金   

当期首残高 48,170 52,450

当期変動額   

剰余金の配当 △1,461 △1,461

当期純利益 5,741 6,974

当期変動額合計 4,280 5,513

当期末残高 52,450 57,963

自己株式   

当期首残高 △132 △138

当期変動額   

自己株式の取得 △5 △2

当期変動額合計 △5 △2

当期末残高 △138 △140

株主資本合計   

当期首残高 80,824 85,098

当期変動額   

剰余金の配当 △1,461 △1,461

当期純利益 5,741 6,974

自己株式の取得 △5 △2

当期変動額合計 4,274 5,511

当期末残高 85,098 90,609
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 37 8

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △29 △5

当期変動額合計 △29 △5

当期末残高 8 3

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 72

当期変動額合計 － 72

当期末残高 － 72

為替換算調整勘定   

当期首残高 △84 △127

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42 △59

当期変動額合計 △42 △59

当期末残高 △127 △186

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △47 △118

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △71 8

当期変動額合計 △71 8

当期末残高 △118 △110

少数株主持分   

当期首残高 48 68

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19 32

当期変動額合計 19 32

当期末残高 68 100

純資産合計   

当期首残高 80,825 85,048

当期変動額   

剰余金の配当 △1,461 △1,461

当期純利益 5,741 6,974

自己株式の取得 △5 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △52 41

当期変動額合計 4,222 5,552

当期末残高 85,048 90,600
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(４)連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 11,425 14,962

減価償却費 743 819

投資有価証券評価損益（△は益） 1,982 261

貸倒引当金の増減額（△は減少） 189 206

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,028 585

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 △9

受取利息及び受取配当金 △270 △188

為替差損益（△は益） △3 △35

有形固定資産売却損益（△は益） △1 △0

有形固定資産処分損益（△は益） 28 120

持分法による投資損益（△は益） △62 13

売上債権の増減額（△は増加） △2,776 △8,996

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △1,773 △1,081

その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,915 2,728

仕入債務の増減額（△は減少） 10,289 △1,758

未成工事受入金の増減額（△は減少） 130 4,036

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 6 0

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △147 △231

工事損失引当金の増減額（△は減少） △434 －

その他の流動負債の増減額（△は減少） 365 978

未払又は未収消費税等の増減額 △491 642

その他の固定負債の増減額（△は減少） － △25

その他 14 24

小計 18,324 13,051

利息及び配当金の受取額 304 217

本社移転費用の支払額 △178 －

法人税等の支払額 △5,810 △6,989

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,640 6,278

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △308 △0

定期預金の払戻による収入 259 170

グループ預け金の預入による支出 △1,430 △1,800

グループ預け金の払戻による収入 1,280 1,610

短期貸付けによる支出 △22 －

短期貸付金の回収による収入 21 3

長期貸付けによる支出 △4 △7

長期貸付金の回収による収入 3 3

有形固定資産の取得による支出 △769 △633

有形固定資産の売却による収入 1 1

無形固定資産の取得による支出 △0 △52

投資有価証券の取得による支出 － △5

投資有価証券の売却による収入 10 －

長期保証金の支払による支出 △56 △39

長期保証金の返還による収入 176 47

その他 28 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △809 △717
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △5 △2

配当金の支払額 △1,461 △1,461

少数株主への配当金の支払額 △1 △1

リース債務の返済による支出 △6 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,474 △1,479

現金及び現金同等物に係る換算差額 △35 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,320 4,084

現金及び現金同等物の期首残高 30,554 40,874

現金及び現金同等物の期末残高 40,874 44,959
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 該当事項はありません。  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 １．連結の範囲に関する事項        

子会社はすべて連結されております。 

連結子会社の数 11社 
当該連結子会社は、芝浦プラント（株）、関西東芝エンジニアリング（株）、東芝エンジニアリングサー 
ビス（株）、イーエス東芝エンジニアリング（株）、（株）エス・ケー・エス、トスプラントエンジニア 
リング・インドネシア社、ティーピーエスシー・インド社、トスプラントエンジニアリング・タイ社、ティ
ーピーエスシーエンジニアリング・マレーシア社、ティーピーエスシー・タイ社及びティーピーエスシーア
メリカ社であります。 
  

 ２．持分法の適用に関する事項        

関連会社はすべて持分法が適用されております。 

当該関連会社は、東芝電力検査サービス（株）の１社であります。 

  

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。 

なお、従来決算日が12月31日でありましたトスプラントエンジニアリング・インドネシア社、トスプラント

エンジニアリング・タイ社、ティーピーエスシーエンジニアリング・マレーシア社の３社につきましては、

当連結会計年度より決算日を３月31日に変更したことにより、平成23年１月１日から平成24年３月31日まで

の15ヶ月間を連結しております。 

  

 ４．会計処理基準に関する事項        

1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有 価 証 券      

    そ の 他 有 価 証 券
（ 時 価 の あ る も の ）

  

・・・連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は 
全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均 
法により算定）によっております。 
  

    そ の 他 有 価 証 券
（ 時 価 の な い も の ）

・・・移動平均法による原価法によっております。 
  
  

  ② デ リ バ テ ィ ブ・・・時価法によっております。 

  

  ③ 未 成 工 事 支 出 金 等・・・主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお

ります。 

  

2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法      

  ① 有形固定資産(リース資産を除く)・・・当社及び連結子会社11社のうち国内連結子会社５社は 

定率法によっておりますが、平成10年４月１日以降に 

取得した建物（建物附属設備を除く）については定額 

法によっております。又、ティーピーエスシー・イン 

ド社は定率法、その他の在外連結子会社５社は定額法 

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物・構築物   ３～60年 

機械・運搬具   ３～17年 

工具器具・備品   ２～20年 

  

  ② リ ー ス 資 産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 

法を採用しております。 
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3)  重要な引当金の計上基準        
  ① 貸 倒 引 当 金 ・・・ 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。 
  

  ② 役 員 賞 与 引 当 金 ・・・ 役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しており
ます。  
  

  ③ 完成工事補償引当金 ・・・ 完成工事の瑕疵担保の費用に充てるため、過去の完成工事に係る補
償費の実績を基に将来の発生見込額を加味して計上しております。
  

  ④ 工 事 損 失 引 当 金 ・・・ 受注工事の損失に備えるため、連結会計年度末の未引渡工事のうち
大幅な損失が発生すると見込まれ、かつ、連結会計年度末時点で当
該損失額を合理的に見積ることが可能な工事について、翌連結会計
年度以降の損失見積額を引当計上しております。  
  

  ⑤ 退 職 給 付 引 当 金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（10年）により定額償却しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数（10年）による定額法によりそれぞれ発生の翌
連結会計年度より費用処理しております。 
  

  ⑥ 役員退職慰労引当金 ・・・ 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額
を計上しております。 
なお、在外連結子会社６社は引当計上しておりません。 
  

4) 重要な収益及び費用の計上基準   
   完成工事高及び完成 

工事原価の計上基準  
・・・ 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事契約については工事進行基準を適用し、その他の工事契約に
ついては、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準
を適用する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原
価比例法によっております。 
  

5)  重要な外貨建の資産又は負債 
     の本邦通貨への換算の基準 

・・・ 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子
会社等の財務諸表項目は、当該会社の決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及
び少数株主持分に含めております。  
  

6)  重要なヘッジ会計の方法      
  ① ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 ・・・ 原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

  

  ② ヘ ッ ジ 手 段 と
ヘ ッ ジ 対 象

・・・ ヘッジ手段 ： 為替予約  
ヘッジ対象 ： 外貨建予定取引  
  

  ③ ヘ ッ ジ 方 針 ・・・ 当社にはデリバティブ取引の扱いに関する規定があり、外貨建 
取引に係る為替レートの変動リスクを回避する目的で、個々に 
為替予約を行いヘッジを行っております。  
  

  ④ ヘッジ有効性評価の
方 法

・・・ ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一で 
あり、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動を完全に相殺 
するものと想定することができるため、ヘッジの有効性の判定は 
省略しております。  
  

  
7)  連結キャッシュ・フロー計算 
     書における資金の範囲 

  

・・・ 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ
月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
  

8)  その他連結財務諸表作成のための重要な事項   

消費税等の会計処理 ・・・ 税抜方式によっております。 
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

  

 (外貨建予定取引に係る為替予約取引の処理方法の変更) 

    従来、外貨建予定取引に係る為替予約取引について、時価評価を行い評価差額を損益処理しておりましたが、 

   当連結会計年度よりヘッジ会計を適用し、繰延ヘッジ処理に変更しております。これは為替変動リスクの管理方 

   針を改定したことに伴い、為替変動リスクの管理活動を財務諸表に適切に反映し、財政状態及び経営成績をより 

   適正に表示するために変更したものであります。 

    当該会計方針の変更は、過去の期間に与える影響額が軽微であるため、遡及適用しておりません。 

    これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

（８）表示方法の変更

  

 (連結損益計算書)  

   前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産処分損」は、営業外費用の総 

  額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させ 

  るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

   この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた68百万円 

  は、「固定資産処分損」14百万円、「その他」53百万円として組み替えております。  

（９）追加情報

  

 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

    当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂 

   正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する  

   会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。  

  

 （法人税率の変更等による影響） 

    「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法 

   律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置 

   法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度か 

   ら法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰 

   延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.63％から、平成24年４月１日開始する連結会計年度から平 

   成26年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については37.96％に、平成27年４月１日に 

   開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.58％となります。この税率変更により、繰 

   延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は1,485百万円減少し、法人税等調整額は1,488百万円 

   増加しております。 

（１０）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

  前連結会計年度  当連結会計年度 

１．関連会社に対する金額 
  投資有価証券（株式）  

  
186

  
百万円 

  
143

  
百万円 

２．偶発債務 
  従業員の金融機関からの借入金に対する債務保証 

  
943

  
百万円 

  
783

  
百万円 

３．連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連 
  結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末日残高に含 
  まれております。  
  受取手形 －百万円 31百万円 
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前連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結損益計算書関係）

      前連結会計年度  当連結会計年度 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額           

  

従 業 員 給 料 手 当
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額
役 員 賞 与 引 当 金 繰 入 額
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
賃 借 料

  4,830
595
70
10

187
342

百万円 
百万円 
百万円 
百万円 
百万円 
百万円 

5,099
475
63
9

199
368

百万円 
百万円 
百万円 
百万円 
百万円 
百万円 

２．一般管理費に含まれる研究開発費    464 百万円 451 百万円 

  前連結会計年度及び当連結会計年度の完成工事原価に含まれている研究開発はありません。   

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
当連結会計年度期
首株式数(千株) 

当連結会計年度増
加株式数(千株) 

当連結会計年度減
少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数(千株) 

発行済株式         

普通株式  97,656  －  －  97,656

合計  97,656  －  －  97,656

自己株式         

普通株式 (注)  218     5  －  223

合計  218  5  －  223

  
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成22年4月28日 

取締役会 
普通株式  730  7.5 平成22年３月31日 平成22年６月７日 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式  730  7.5 平成22年９月30日 平成22年12月６日 

  
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
配当の原資 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年４月28日 

取締役会 
普通株式  730 利益剰余金  7.5 平成23年３月31日 平成23年６月６日

東芝プラントシステム㈱（1983）　平成24年3月期決算短信

- 18 -



当連結会計年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

                                前連結会計年度    当連結会計年度  

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  
当連結会計年度期
首株式数(千株) 

当連結会計年度増
加株式数(千株) 

当連結会計年度減
少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数(千株) 

発行済株式         

普通株式  97,656  －  －  97,656

合計  97,656  －  －  97,656

自己株式         

普通株式 (注)  223  2 －  225

合計  223  2  －  225

  
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年4月28日 

取締役会 
普通株式  730  7.5 平成23年３月31日 平成23年６月６日 

平成23年10月31日 

取締役会 
普通株式  730  7.5 平成23年９月30日 平成23年12月５日 

  
(決議) 

株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 
配当の原資 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年４月27日 

取締役会 
普通株式  730 利益剰余金  7.5 平成24年３月31日 平成24年６月５日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現  金  預  金  勘  定 4,308百万円 4,456百万円

グ  ル  ー  プ  預  け  金  勘  定 37,425百万円 41,374百万円

       計 41,733百万円 45,830百万円

預 入 期 間 が ３ ヶ 月 を 超 え る 定 期 預 金 △209百万円 △30百万円

預入期間が３ヶ月を超 えるグループ預け金 △650百万円 △840百万円

現 金 及 び 現 金 同 等 物 40,874百万円 44,959百万円
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(1)報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、かつ経営資源の配分 

 の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。 

  当社は、事業を展開する分野別に事業部門を設置し、エンジニアリング・調達・施工・試運転・調整・サービ 

 スまでの一貫した事業活動を行なっておりますが、報告セグメントとしては共通技術・共通設備別に集約をし、 

 「発電システム部門」及び「社会・産業システム部門」の２つとしております。 

 「発電システム部門」は、火力、水力、原子力発電設備の計画、設計、監督施工、試運転、保守等の事業を行っ  

 ております。「社会・産業システム部門」は、受変電設備、公共設備や一般産業向けの各種設備、ビル設備、情   

 報系事業の計画、設計、監督施工、試運転、保守等の事業を行っております。 

  

(2)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 
  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に 
 おける記載と概ね同一であります。 
  報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益および振替高は市場実  
 勢価格に基づいております。 

  

(3)報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

  

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)           （単位：百万円） 

   セグメント資産については、事業セグメントに配分された資産がないため、記載を省略しております。 
   

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)           （単位：百万円） 

  セグメント資産については、事業セグメントに配分された資産がないため、記載を省略しております。 
   

(4)報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項） 

                                                                                  （単位：百万円） 

  
 （単位：百万円） 

  

  

（セグメント情報等）

1．セグメント情報

   発電システム部門 社会・産業システム部門 合計 

 売上高      

外部顧客への売上高 81,014 70,119  151,134

セグメント間の内部売上高又は振替高  902  109  1,012

計  81,917  70,229  152,146

 セグメント利益  7,497  5,910  13,408

 その他の項目 

    減価償却費   565  178  743

    受取利息 105 77  182

持分法による投資利益 62 －  62

   発電システム部門 社会・産業システム部門 合計 

 売上高      

外部顧客への売上高 97,288 65,026  162,315

セグメント間の内部売上高又は振替高  299  112  411

計  97,588  65,139  162,727

 セグメント利益  9,808  5,428  15,237

 その他の項目 

    減価償却費  578  241  819

    受取利息 103 50  153

    持分法による投資損失 13 －  13

 売上高 前連結会計年度 当連結会計年度 

 報告セグメント計  
 セグメント間取引消去  

      152,146

      △1,012

      162,727 
       △411 

 連結損益計算書の完成工事高      151,134       162,315 

 利益 前連結会計年度 当連結会計年度 

 報告セグメント計        13,408        15,237 

 連結損益計算書の経常利益       13,408        15,237 

          (単位：百万円) 

その他の項目  
報告セグメント計 調整額 連結財務諸表計上額 

前連結会計

年度 
当連結会計

年度 
前連結会計

年度 
当連結会計

年度 
前連結会計

年度 
当連結会計

年度 

 減価償却費    743    819 － －      743        819 

 受取利息    182    153 － －      182       153 

 持分法による投資利益又は投資損失(△)    62    △13 － －       62       △13 
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前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

  (1)製品及びサービスごとの情報 

    セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

  

  (2)地域ごとの情報 

     ①売上高 

               （単位：百万円）

 (注)１ 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

    ２ 各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

    （1)東南アジア  ：インドネシア、タイ、フィリピン、マレーシア、ベトナム、ラオス等 

    （2)その他アジア ：中国、台湾、韓国、インド、アラブ首長国連邦、クウェート等 

    （3)その他の地域 ：エジプト、南北アメリカ、オセアニア等 

  

    ②有形固定資産 

     本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているた 

     め、記載を省略しております。 

  

  (3)主要な顧客ごとの情報 

                 （単位：百万円）

  

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日) 

  (1)製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

  

  (2)地域ごとの情報 

    ①売上高 

               （単位：百万円）

 (注)１ 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

    ２ 各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

    （1)東南アジア  ：インドネシア、タイ、ブルネイ、マレーシア、ベトナム、シンガポール等 

    （2)その他アジア ：中国、台湾、韓国、インド、アラブ首長国連邦、クウェート等 

    （3)その他の地域 ：南北アメリカ、南アフリカ、エジプト等 

  

    ②有形固定資産 

     本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているた 

     め、記載を省略しております。 

  

  (3)主要な顧客ごとの情報 

                 （単位：百万円）

   

２．関連情報

 日本 東南アジア その他アジア その他の地域 合計 

  129,774 12,708  3,937  4,714    151,134

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

（株）東芝  98,117
発電システム部門 

社会・産業システム部門 

 日本 東南アジア その他アジア その他の地域 合計 

  138,373 18,302  3,679  1,960    162,315

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

（株）東芝  100,376
発電システム部門 

社会・産業システム部門 
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１．採用している退職給付制度の概要 

   当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、基金型確定給付企業年金制度及び退職一時 

  金制度を設けております。 

   国内連結子会社のうち１社は、中小企業退職金共済制度を採用しております。  

   また、国内連結子会社のうち１社は、総合設立型の厚生年金基金に加入しておりますが、連結子会社の拠出 

  に対する年金資産の額が合理的に計算できないため、退職給付債務の計算には含めておりません。 

   なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。 

     (1)制度全体の積立状況に関する事項  

  

(2)制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

    

(3)補足説明 

  差引額（③）＝（ａ＋ｂ－ｃ－ｄ） 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

  

  

（退職給付関係）

  （平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在） 

  ①年金資産の額 百万円 267,165 百万円 258,978

  ②年金財政計算上の給付債務の額 百万円 304,796 百万円 300,200

  ③差引額（①－②） 百万円 △37,630 百万円 △41,221

  （平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在） 

  ％ 0.59 ％ 0.58

  （平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在） 

  ａ．不足金 百万円 － 百万円 △11,029

  ｂ．剰余金 百万円 16,992 百万円 －

  ｃ．資産評価調整加算額 百万円 37,528 百万円 14,970

  ｄ．未償却過去勤務債務残高 百万円 17,094 百万円 15,221

   ・過去勤務債務の償却方法 期間 年の元利均等償却20 期間 年の元利均等償却20

   ・過去勤務債務の残存償却年数 年9 年8

    
前連結会計年度 

(平成23年３月31日現在) 

当連結会計年度 

(平成24年３月31日現在) 

(1） 退職給付債務 百万円 △65,491 百万円 △70,239

(2） 年金資産            百万円 30,440            百万円 31,282

(3） 未積立退職給付債務 (1)＋(2) 百万円 △35,050 百万円 △38,957

(4） 未認識過去勤務債務 百万円 △960 百万円 △404

(5） 未認識数理計算上の差異         百万円 8,457         百万円 11,227

(6） 
連結貸借対照表計上額純額  

 (3)＋(4)＋(5) 
百万円 △27,553 百万円 △28,134

(7） 前払年金費用   百万円 －   百万円 －

(8） 退職給付引当金 (6)－(7) 百万円 △27,553 百万円 △28,134
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３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用は、「(1）勤務費用」に計上しております。          

       

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    

前連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日) 

(1） 勤務費用          百万円 2,044          百万円 1,930

(2） 利息費用             百万円 1,283             百万円 1,288

(3） 期待運用収益 百万円 △1,041 百万円 △761

(4） 過去勤務債務の費用処理額   百万円 △474   百万円 △556

(5） 数理計算上の差異の費用処理額           百万円 2,239           百万円 1,414

(6） 
退職給付費用 

（(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)） 
            百万円 4,051             百万円 3,316

  
前連結会計年度 

(平成23年３月31日現在) 

当連結会計年度 

(平成24年３月31日現在) 

(1）割引率 ％ 2.0 ％ 1.5

(2）期待運用収益率 ％ 3.5 ％ 2.5

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）過去勤務債務償却年数 年 10 年 10

(5）数理計算上の差異償却年数 年 10 年 10

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

１株当たり純資産額        円 銭872 18        円 銭 928 85

１株当たり当期純利益金額 円 銭58 93 円 銭 71 58

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

  

            －円             －円 

  
前連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当期純利益(百万円)  5,741  6,974

普通株主に帰属しない金額(百万円)  －  －

普通株式に係る当期純利益(百万円)  5,741  6,974

期中平均株式数(千株)  97,436  97,432
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 当連結会計年度（自 平成23年４月１日  至 平成24年３月31日）        

     該当事項はありません。 

  

 リース取引関係、関連当事者情報、税効果会計関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、企

業結合等関係等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示

を省略しております。  

  

(1）役員等の異動 

  当社は、本日開催の取締役会において、役員及び執行役員の異動につき、平成24年６月26日開催予定の第106期定

時株主総会及び同株主総会終了後の取締役会に次のとおり提案することを決議いたしました。  

  

①代表取締役の異動 

該当事項はありません。 

  

②その他役員の異動（平成24年6月26日付） 

（新任取締役候補） 

  

（新任監査役候補） 

  

（退任予定取締役） 

  

（退任予定監査役） 

  

③執行役員の異動（平成24年6月26日付） 

（新任執行役員候補） 

  

（昇格予定執行役員） 

  

（退任予定執行役員） 

（重要な後発事象）

（開示の省略）

５．その他

取 締 役 齋 藤 靖 之（現 執行役員、産業システム事業部副事業部長） 

取 締 役 勅 使 河 原 雅 彦（現 株式会社東芝社会インフラシステム社技術管理部長） 

取 締 役 田 中 美 勝（現 株式会社東芝デジタルプロダクツ＆サービス社経理部長 兼 グ

ループ（Ｊ－ＳＯＸ対応推進担当）グループ長） 

監 査 役(常 勤)  松 尾 宣 之（現 電力プラント事業部火力国内プロジェクト部長） 

取 締 役 飯 嶋 孝 國（顧問に就任予定） 

取 締 役 加 藤 高 敏  

取 締 役 中 山 泰 雄  

監 査 役(常 勤) 菊 地 文 夫  

常  務 勅 使 河 原 雅 彦（現 株式会社東芝社会インフラシステム社技術管理部長） 

常  務 田  中  美  勝（現 株式会社東芝デジタルプロダクツ＆サービス社経理部長 兼 グ

ループ（Ｊ－ＳＯＸ対応推進担当）グループ長） 

執行役員 佐  藤  雅  裕（現 技術企画部長） 

執行役員 永  井      孤（現 監査部長） 

執行役員 田  村  秀  世（現 電力プラント事業部電力企画部長） 

執行役員 吉  田  正  晴（現 イノベーション推進部理事） 

専  務 豊 住 隆 寛（現 上席常務） 

上席常務 芳 賀 俊 一（現 常  務） 

常  務 齋 藤 靖 之（現 執行役員） 

上席常務 飯  嶋  孝  國（顧問に就任予定） 

常  務 加  藤  高  敏  
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（注）専務、上席常務、常務は執行役員としての役位であります。 

  

新任取締役候補者の略歴 

  

   

  

  

  

新任監査役候補者の略歴 

  

  

常  務 中  山  泰  雄  

執行役員 高 力 澄 夫  

執行役員 今 野 義 雄  

執行役員 竹 下 隆 三  

さ い と う  や す ゆ き

齋  藤  靖  之

昭和33年 1月 26日生

  昭和51年 4月  当社入社 

  平成16年 1月  建設・保全サービス事業部産業建設部長 

  平成19年 6月  建設・保全サービス事業部建設・保全企画部長 

  平成20年 4月  産業システム事業部産業企画部長 

  平成21年 4月  九州支社長 

  平成22年 4月  産業システム事業部副事業部長 

  平成23年 6月  執行役員、産業システム事業部副事業部長(現)  

て し が わ ら  ま さ ひ こ

勅 使 河 原  雅 彦

昭和32年 4月 12日生

  昭和55年 4月  東京芝浦電気株式会社(現 株式会社東芝)入社 

  平成18年 4月  同社社会システム社社会システム事業部社会システム企画部長 

  平成20年 6月  同社社会システム社社会システム事業部社会システム企画部

長、東芝テリー株式会社取締役(平成22年6月まで) 

  平成20年 7月  同社社会システム社技術管理部長 

  平成23年 4月  同社社会インフラシステム社技術管理部長(現) 

た な か  よ し か つ

田 中 美 勝

昭和34年 1月 16日生

  昭和57年 4月  東京芝浦電気株式会社(現 株式会社東芝)入社 

  平成15年 5月  同社セミコンダクター社経理部グループ(管理企画担当)グルー

プ長、加賀東芝エレクトロニクス株式会社監査役(平成17年6月

まで) 

  平成17年 4月  同社ＰＣ＆ネットワーク社経理部長附 

  平成21年 5月  同社ＰＣ＆ネットワーク社経理部長 

  平成21年 6月  同社ＰＣ＆ネットワーク社経理部長、東芝情報機器株式会社監

査役(現) 

  平成21年 10月  同社ＰＣ＆ネットワーク社経理部長 兼 グループ(Ｊ－ＳＯＸ対

応推進担当)グループ長 

  平成22年 4月  同社デジタルプロダクツ＆ネットワーク社経理部長 兼 グルー

プ(Ｊ－ＳＯＸ対応推進担当)グループ長 

  平成23年 4月  同社デジタルプロダクツ＆サービス社経理部長 兼 グループ(Ｊ

－ＳＯＸ対応推進担当)グループ長 

  平成23年 5月  同社デジタルプロダクツ＆サービス社経理部長 兼 グループ(Ｊ

－ＳＯＸ対応推進担当)グループ長、東芝ビジュアルプロダクツ

(中国)社監査役(現) 

  平成23年 6月  同社デジタルプロダクツ＆サービス社経理部長 兼 グループ(Ｊ

－ＳＯＸ対応推進担当)グループ長、東芝メディア機器株式会社

監査役(現) 

ま つ お  の ぶ ゆ き

松 尾 宣 之

昭和30年 10月19日生

  昭和53年 4月  当社入社 

  平成18年 7月  火力プラント事業部火力プラント技術部長 

  平成20年 8月  火力プラント事業部火力国内プロジェクト部長 

  平成23年 1月  電力プラント事業部火力国内プロジェクト部長(現) 
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新任執行役員候補者の略歴 

  

   

   

   

  

  

(2）その他 

  該当事項はありません。  

  

  

さ と う  ま さ ひ ろ

佐 藤 雅 裕

昭和30年 5月 28日生 

  昭和53年 3月  当社入社 

  平成17年 4月  原子力事業部原子力機械システム設計部長 

  平成21年 4月  原子力事業部技術統括 

  平成23年 4月  原子力事業部技監 

  平成24年 4月  技術企画部長(現) 

な が い  む な し

永 井  孤

昭和31年 12月31日生 

  昭和55年 3月  当社入社 

  平成14年 8月  総務部人事勤労部長 

  平成23年 6月  監査部長(現) 

た む ら  ひ で よ

田 村 秀 世

昭和32年 4月 6日生

  昭和56年 4月  当社入社 

  平成16年 1月  電力事業部変電部変電エンジニアリンググループ長 

  平成19年 4月  電力事業部水力変電部変電エンジニアリンググループ長 

  平成19年 10月  電力事業部水力変電部長 

  平成23年 1月  電力プラント事業部水力変電部長 

  平成24年 4月  電力プラント事業部電力企画部長(現) 

よ し だ  ま さ は る

吉 田 正 晴

昭和33年 12月25日生

  昭和56年 4月  当社入社 

  平成17年 10月  電力事業部電力電気・計装技術部長 

  平成21年 4月  電力事業部電力企画部参事 

  平成23年 1月  電力プラント事業部電力企画部参事 

  平成23年 4月  イノベーション推進部参事 

  平成23年 7月  イノベーション推進部理事(現) 
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